「大阪府人権教育推進計画」における主な取組み等について資料2-2


	施策の推進方向
	主な取組み等

	１　人権が重視される社会基盤の構築
	

	
	(1)人権を知ること、考えること、行動することを支援する環境の構築
	○人権情報収集・提供事業等を行ってきたが、財政再建プログラム(案)に基づき、市町村との役割分担、団体との関係見直し等の観点から、平19・20年度限りで廃止。
○人権相談、地域就労支援、進路選択支援、総合生活相談の4相談事業の財源を統合し、「総合相談事業交付金」を創設。

	
	(2)家庭、学校、地域、職域等における人権教育の取組みに対する支援
	○国庫(人権啓発活動地方委託費)を活用して市町村への啓発活動委託事業を実施。
○より身近な人権問題を取り上げるとともに、コミュニケーション能力や自尊感情を高める技術の習得をも内容とする参加・体験型の学習機会の普及が必要。
○市町村においては講義型研修の実施が多く、参加・体験型学習※を実施している団体は少ない。
※学習の中で参加者が真の問題点に気づき、考えることを促し、問題を解決する力を育むことに有効とされる学習方法
○地域や職場で活動できる指導者の養成、参加・体験型学習の普及・啓発を図るため、市町村と連携した参加・体験型講座(出前講座)を実施（平25～）。将来的には市町村が独自に取り組むことが望まれる。　平25実績：5か所(14市町村)

	
	(3)教育の機会均等の確保と「学び」の場の充実
	○経済的理由などにより就学が困難な生徒に対する相談・サポート体制の構築を図るため、進路選択支援事業を実施（平20年度以降は「総合相談事業交付金」に統合）。
○各市町村において、講座・イベント情報など、広報誌等を活用した生涯学習関係情報の提供を実施。また、大学、ＮＰＯなど幅広い主体において、生涯学習推進の取組みを実施。

	
	(4)現実に起こっている人権問題を踏まえた課題の共有・教材化
	○「人権相談事業」において、相談事案等の集約・分析を行い、現状を把握するとともに、課題解決のための効果的手法をまとめてホームページで周知。また、人権情報誌「そうぞう」で具体事例紹介。

	
	(5)調査・研究機能の強化、充実に向けた取組み支援
	○人権教育の研究団体への助成を行っていたが、財政再建プログラム(案)に基づき、団体との関係の見直しの観点から、平19年度限りで廃止。 連携については継続。 

	
	(6)多様な文化や価値観を持つすべての人々が共生できる人権教育の推進
	○多様な文化や価値観等を認め合い、ともに暮らすことのできる共生社会の実現に向け、「大阪府在日外国人施策に関する指針」(平14.12策定)に基づき在日外国人施策を総合的に推進。
○ヘイトスピーチなど新たな問題も発生してきており、引き続き、異なる文化や価値観等に対する理解を促すための人権教育・啓発を促進する必要がある。

	２　人権教育の推進

	
	(1)人権研修の推進

	
	
	①公務員に対する人権研修の推進
	○府職員に対しては、総務部人事局が実施するセンター研修と各部局・職場で実施する職場研修において、人権研修を実施。
・センター研修のうち、階層別研修においては新任課長補佐級職員を対象に参加・体験型の学習方法の意義やファシリテーターの指導方法等についての研修を、キャリア形成支援研修においては主査級以上の職員を対象に人権研修指導者養成研修を実施している。
・各部局・職場における職場研修においても、配属された職員や中堅職員を対象に業務内容に応じた人権研修を実施している。
○今後とも、採用時、昇任時等の機会を捉え、人権についての知的理解だけではなく、人権感覚が十分に身につく実践的な人権研修をさらに充実、推進を図るとともに、各部局にあっても、所属職員全員を対象に職務内容に応じた人権研修の充実や教材等を活用した参加・体験型研修の推進に努めることが望まれる。

	
	
	②教職員に対する人権研修の推進
	○大阪府教育センターにおいて、すべての教職員が受講する基本的な研修として、新規採用時及び採用10年目に人権尊重の教育をテーマとした研修を実施するとともに、管理職に対する人権研修や教職員に対する様々な人権課題に関する研修、人権問題事例研究をテーマとしたリーダーシップ養成研修を行うなど、人権意識の涵養に努めている。
○学校における教育指導に当たっては、学校教育の担い手である教職員が人権尊重の理念について十分な認識を持つことが不可欠であり、今後とも豊かな人権意識、人権感覚をもってあらゆる教育活動を展開できるよう、「人権教育基本方針・人権教育推進プラン(平11.3策定)」の着実な取組みを図るとともに、教職員による体罰やいじめ問題など、今なお人権侵害が生じている現状を踏まえ、教職員研修の工夫・改善、先進的な研究成果の活用やそれぞれの学校に即した研修などの充実に努めている。
○高等職業技術専門学校指導員を対象とした人権教育リーダー研修の他、私立幼稚園新規採用職員を対象に、幼稚園教員として必要な知識・技能の習得を図る研修の中で特別支援教育等人権教育についての研修を実施している。

	
	
	③警察職員に対する人権研修の推進
	○「警察職員の職務倫理及び服務に関する規則」において、人権の尊重を柱とする「職務倫理の基本」を定めるとともに、職務倫理に関する教育を警察教養の最重点項目に掲げ、人権教育を推進している。
○警察署等の窓口業務担当者を対象とした来庁者等に対する人権的配慮等をテーマとした研修の他、採用時、昇任・任用時には、人権擁護や被害者支援等をテーマとした研修を実施している。
○人権を尊重した警察活動を徹底するため、引き続き、人権教育を推進していくことが望まれる。

	
	
	④福祉・医療関係者に対する人権研修の促進
	○知事指定事業者が実施するホームヘルパー等養成研修において、国が定める時間数に人権についての研修時間を追加するなど、人権の重要性について理解を深める研修を実施している。
○大阪府医療関係団体人権活動推進委員会との連携等により、医療関係者幹部向け人権啓発リーダー養成人権研修会、医師会会員向け人権研修等の人権研修を促進。
○子ども、障がい者、高齢者等に対する処遇や介護に直接当たるなど人権の保障に密接な関わりを有すること、また、インフォームド・コンセント確立や病歴等医療情報の秘密の保持等の観点から、引き続き人権研修を推進していくことが望まれる。

	
	
	⑤民間団体、企業等における人権研修の促進
	○興信所・探偵社業者研修会、宅地建物取引業者研修会等の人権研修を実施。
○結婚相談業・結婚サービス業人権研修会、公正採用選考をはじめとした企業啓発等を実施。
○民間団体、企業等における人権研修については、広く人権感覚を育成することを目的としたものから、個別の人権課題をきめ細かく学習するものまで、その内容、レベルは多岐にわたっている。

	
	(2)人権教育を担う人材の養成と活用
	

	
	
	①地域、職域等において人権教育を担う人材の養成
	○地域、職域等において、身近な指導者として人権研修を担うとともに、人権教育に係る事業を企画、推進する人材の養成を推進。
○育成レベルや学習内容を明確にした人材養成プログラム(「豊かな関係づくり講座(初心者向け)」「ファシリテーター・チャレンジ講座(指導者としてのスキル養成)」「人権教育・啓発指導者セミナー(行政職員向け)」)を実施することにより人材の養成に努めた。
＊平17～25年度の受講者数
・豊かな関係づくり講座　　　　　　　182人
・ファシリテーター・チャレンジ講座　293人
・人権教育・啓発指導者セミナー　　　163人(平24年度以降は別事業に移行したため、平23年度までの数)
○地域や職場で活動できる指導者の養成、参加・体験型学習の普及・啓発を図るため、市町村と連携した参加・体験型講座(出前講座)を実施（平25～）。将来的には市町村が独自に取り組むことが望まれる。【再掲】
○より実践的な指導者を養成するために、育成レベルに応じた学習機会を提供するとともに、各講座受講者をより高度な講座への受講につなげていく必要がある。

	
	
	②専門的知識を持った人材の養成
	○人権についての専門知識を持ち、人権教育を先頭に立って進める人材を養成するため、「国際人権大学院大学(仮称)」構想の機運醸成に努めている（「国際人権大学院大学(夜間)の実現をめざす大阪府民会議」への参画、プレ講座の開催等）。

	
	
	③人材の活用
	○「市町村人権啓発支援事業」において、市町村が人権教育・啓発を行うに当たり活用可能な講師リストを作成し、市町村に提供（平24～）。市町村のニーズに対応した講師紹介を実施。
○人材養成に係る各講座受講者においては、個々に地域・職場等における人権研修、自主勉強会などで実践をしているが、人材の活用が充分に行えていない。
○引き続き、講師リストを作成・提供するとともに、人材養成に係る各講座受講者の活用について検討する必要がある。

	
	(3)人権教育教材の開発
	

	
	
	①効果的、実践的人権教育教材の開発・整備
	○人権問題に関する入門書として、様々な人権問題を分かりやすく解説した人権情報ガイド「ゆまにてなにわ」を毎年度発行(平25現在27巻)。市町村、学校などの関係行政機関、団体等に配布するとともに、研修会、イベント等において広く府民に配布。学校・地域・職場等の人権研修で活用されている。
○様々な人権問題を取り上げた参加・体験型学習の指導者(ファシリテーター(注))用教材※を毎年度発行。関係行政機関、民間啓発団体等に配布。
※Vol.1「結婚？幸せ」
　Vol.2「働く」
　Vol.3「暮らす」
　Vol.4「ちがいのとびら－多様性と受容－」
　Vol.5「ぶつかる力ひきあう力－対立と解決－」
　Vol.6「同じをこえて－差別と平等－」
　Vol.7「みえない力－つくりかえる構造－」
　Vol.8「わたしを生きる－アイデンティティと尊厳－」
　Vol.9「あたりまえの根っこ－社会意識とわたしの価値観－」
Vol.10　身近な人などからのインフォーマルな差別的情報の影響を弱める、なくす工夫が求められており、幼少期における発達段階に応じた教育プログラムの検討が必要であることから、「子どもと保護者のエンパワメント」をテーマに作成中。（平26.3完成）。
　入門ガイド「初めてのファシリテーター」
[bookmark: _GoBack](注)参加・体験型学習(ワークショップ)を進行・促進する人のこと。単に、学習を進行するだけではなく、参加者の状況に応じて、学習活動(アクティビティ)を用意し、進行しながら参加者の意見を引き出し、気づきを促しながら、学びを深めていく役割を担う。
○各部局において個別人権問題に関するリーフレットや冊子等を作成・配布。
○引き続き、効果的、実践的な人権教育教材の開発・整備に努める必要がある。また、身近な人権問題を取り上げるなど、教材を利用する者の興味、関心を引き出し心に残るものとなるよう、内容の充実を図っていく必要がある。

	
	
	②人権教育情報の収集と提供
	○市町村、民間啓発団体、ＮＰＯ等様々な主体における人権啓発活動を促進するため、人権施策や教材、民間啓発団体のインタビュー記事など人権に関するタイムリーな情報を広く提供するため、人権情報誌「そうぞう」を発行。
○人権に関する情報を総合的に提供するため、大阪府ホームページに「人権」のカテゴリーを設け、様々な人権問題に関する教材や啓発冊子、人権相談の窓口、関係法令等を掲載。
○引き続き、人権教育情報の収集に努めるとともに、大阪府ホームページや情報誌等あらゆる媒体を通じて、幅広く情報提供を行う必要がある。なお、アンケート調査等により、受け手のニーズ等の把握に努め、事業の効果的な実施に努める必要がある。

	
	(4)ＮＰＯ等民間団体と連携した取組みの推進
	○地域で活動するＮＰＯ等の紹介や交流の場として、「ひとがつながるまちづくり交流のつどい(シンポジウム)」を開催（～平21）。
○人権啓発住民団体等を対象に日頃の人権啓発活動の報告及び意見交換を行うことにより、交流を深め、各団体における活動の活性化を図るため、経験交流集会を開催。また、人権啓発住民団体等を対象に人権問題に関する講演会を実施。
○行政機関だけではなく、民間団体、企業等と連携した取組みが必要であり、引き続き、連携・協力を行う必要がある。

	
	(5)人権意識の高揚につながる情報の提供
	○様々な人権問題に関するチラシやポスターの作成、講演会等イベントの開催など、あらゆる媒体・機会を活用して、人権意識の高揚につながる情報提供を実施。
○ラッピングバス事業に代えて、人権に関するスポット映像を作成し、府内ターミナルの大型ビジョン等で人権週間を中心に放映（平23～）。
○「市町村人権啓発支援事業」において、月2回、人権に関する新聞記事、行事・イベント情報等を市町村に配信。（平24～）
○引き続き、あらゆる媒体・機会を活用して、人権意識の高揚のための情報提供を行うとともに、府民により身近な市町村の取組みを支援していく必要がある。



※　この資料は、毎年度取りまとめている「大阪府人権施策の状況」等を参考に、人権局において作成したものです。
※　下線は、資料2-1「『大阪府人権教育推進計画』の改訂について」の「主な取組みと評価」につながる記載のある部分です。
